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１－１－５
ICT活用工事では、起工測量や出来形管理など
の計測の場面がありますが、地上型レーザース
キャナーや空中写真測量を組み合わせて計測
を実施してもよいのでしょうか？

地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理
要領（土工編）（案）や空中写真測量（無人航空
機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）に
従った計測であれば組み合わせて計測すること
が可能です。複数の計測手法を用いる場合は下
記のように施工計画書に、施工段階と使用する
機器がわかる内容を記載してください。
＜記載例＞
①起工測量　空中写真測量（無人航空機）を用
いた出来形管理要領（土工編）（案）
②岩線測量　空中写真測量（無人航空機）を用
いた出来形管理要領（土工編）（案）
③出来形計測　地上型レーザースキャナーを用
いた出来形管理要領（土工編）（案）
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１－１－７ 検査職員が任意に指定する箇所の出来形検査
とはどのような検査なのでしょうか？

TS、GNSSローバを用いて出来形計測を行い、３
次元設計データの設計面と実測値との標高差
が規格値内であるかを確認する検査です。
出来形管理の監督・検査要領「出来形計測に係
わる実地検査」に記載されていますので参考に
して下さい。
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１－１－７

法面部にブロック・法枠・植生等の構造物が設
置されるなどで検査時に土工面が露出していな
い場合は、土工の出来形管理基準及び規格値
は使用せず、設置する工種の出来形管理基準
及び規格値を使用するものと考えてよろしいで
しょうか？

検査時に土工面が露出していない場合であって
も、土工の出来形管理基準及び規格値を使用
し、書面により確認することが可能です。
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１－２－７ 工事基準点の設置について、ネットワーク型
RTK-GNSSを用いて設置してよいのでしょうか？

ネットワーク型RTK-GNSSを用いて工事基準点
を設置することは可能です。
要領（案）の記載のとおり、工事基準点の設置は
「国土交通省公共測量作業規程」に基づいて実
施することとなっており、作業規程にネットワーク
型RTK-GNSSの記載があります。
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１－３－２

岩質の境界面を確定させるため、全ての横断面
及び変化点毎にシュミットハンマなどによる岩判
定を立会も含めて実施しているが、面的に計測
する場合の岩判定は、０．２５m2毎に実施するの
でしょうか？

岩判定については今まで通りの方法となります。
要領に示される0.25m2の計測密度は、設計変更
のための地形測量に必要な計測点の密度を表
しています。
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１－３－２
ＵＡＶによる出来形管理を実施する場合、岩線計
測もＵＡＶで実施するものとなるのでしょうか？
ＴＳでも可とする場合は、明記が必要と考えま
す。

基本は、ＵＡＶで計測するものとします。
現場状況によりＴＳでの計測可能です。
ＴＳで実施する場合は施工計画書に記載してく
ださい。
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１－４－２
３次元表示した図とはどの様なものでしょうか？

中心線形データや横断形状データを３次元設計
データ（TIN）に重ね合わせた資料となります。
「第３章　３次元設計データの照査結果資料の
一例」に「３次元ビュー（ソフトウェアによる表示
あるいは印刷物）（例）」の事例を示しているので
参考にして下さい。
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１－５－３

P42に「欠測補間として他の計測機器で計測した
データを合成した場合は、主となる計測機器の
名称を用いる。」と記載されています。
　例えば、主に「空中写真測量（無人航空機）」で
計測し、欠測補間として「RTK-GNSS」で計測し
た場合は、「UAV」フォルダだけを作成し必要な
データを納品するという解釈でよろしいでしょう
か？

「ICON」フォルダ以下に「UAV」フォルダを一つ作
成してください。面を複数の計測機械で計測し合
成した場合、同じフォルダに格納するようになり
ます。
例、UAV0GR001.CSV、UAV0GR002.CSV、
GNSS0GR001.CSV、GNSS0GR002.CSV
また、ご指摘の通り、他の要領にも同じ記載がさ
れていますが、同様に解釈して下さい。
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受注者が自主的に行う日常的な出来形・出来高
管理についてもこの要領により実施する必要が
あるでしょうか？

従来のとおり、受注者が自主的に行う管理につ
いては、受注者の任意です。受注者の社内ルー
ル等により実施してください。なお、この要領の
使用を妨げるものではありません。


